食品 産業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 支援 の 概要 


【R3 一 次 補正 】 食品 産 業 の 輸出 向け HACCP 等 対応 施設 整備 緊急 対策 事業 64 億 円 
今回 募集 額 64 億 円 


令 和 3 年 12 月 24 日 
農林 水産 省 輸 出 ・ 国 際 局 輸出 支援 課 


農林 水産 物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 を 図る た め 、 輸 出向 け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 

に よる 輸出 先 国 の 規制 等 へ の 対応 や 、 家 庭 食 向け な どの 輸出 先 国 の ニー ズ へ の 対応 
に 必要 と な る 施設 や 機器 の 整備 を 支援 し ます (詳細 は 「4 交付 対象 事業 費 等 」 の 項 
を 参照 )。 


農林 水産 物 ・ 食 品 の 輸出 に 当たっ て は 、 輸出 先 国 が 食品 衛生 、 動植物 検疫 な ど 様 々 
な 観点 か ら 輸 入 規制 や 条件 を 設定 し て お り 、 輸 出 事業 者 等 は 、 輸 出先 国 の 規制 や ニ 
ー ズ に 対応 し た 施設 及び 体制 の 整備 が 必要 で ある 。 


この よう な 課題 を 踏ま ほえ 、 農 林 水 産業 及び 食品 産業 の 持続 的 な 発展 に 寄与 する こ 
と を 目的 と し て 、 農林 水産 物 及 び 食 品 の 輸出 の 促進 に 関す る 法律 (以下 、「 輸 出 促進 
法 」 と いう 。) を 制定 し 、 日 本 の 農林 水産 物 及 び 食 品 の 輸出 の 促進 を 図っ て いる と こ 
る で ある 。 


こう し た 状況 か ら 、 食品 製造 事業 者 及び サプライ チェ ー ン を 構成 する 事業 者 等 が 、 
( ア ) 政府 機関 が 定め る 輸入 条件 へ の 対応 *! 及 び 輸 出向 け 認 証取 得 へ の 対応 ※^ 
( イ ) 家庭 食 向 け な ど の 輸出 先 国 の ニー ズ へ の 対応 
に 必要 と な る 施設 や 機器 の 整備 及び 施設 や 機器 の 整備 と 一 体 的 に 行い 、 そ の 効果 
を 高め る た め に 必要 と な る コン サル ティ ング 等 に 要する 経費 を 支援 する 。 
※1 輸入 条件 へ の 対応 と は 、 輸 出先 国 の 政府 機関 が 当該 輸出 先 国 に 輸入 され る 農林 水産 物 
は 食品 に つい て 定め る 食品 衛生 、 動 植物 又は 畜産 物 の 検疫 その 他 の 事項 に つい て の 条件 へ 
の 対応 を いい 、 輸 出 促進 法 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 へ の 対応 も 含む 。 
※2 輸出 向け 認証 取得 へ の 対応 と は 、ISO (国際 標準 化 機構 ) 、GFSI (世界 食品 安全 イニ シア 
ティ ブ ) 承認 規格 、 有 機 JAS、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 等 の 認証 取得 へ の 対応 を いう 。 























































































































1 交付 先 : 都 道 府 県 等 ( 都 道 府 県 又 は 、 輸 出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 ) 





2 事業 実施 主体 : 食品 製造 事業 者 、 食品 流通 事業 者 、 中 間 加 工事 業者 等 で あり 、 次 
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の いずれ か に 該当 する 者 
① 法 人 
② 地 方 公共 団体 
③ 本 事業 の 実施 者 と し て 都 道 府 県 等 が 適当 と 認め る 者 
※ 法人 格 を 有する 農林 漁業 者 又は それ ら の 組織 する 団体 が 、 製 造 ・ 加 工 、 流 通 等 の 事業 
を 行 う 場 合 、 交 付 対象 者 に 含む 。 

















3 交付 の 対象 

( ア ) 施設 等 整備 事業 

本 事業 の 実施 に 直接 必要 な 経費 で あっ て 、 本 事業 の 対象 と し て 明確 に 区 分 で きる 
も の で 、 か つ 、 証 拠 書類 に よっ て 金額 が 確認 で きる も の の み と し 、 輸 入 条件 へ の 対 
応 、 輸 出向 け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証取 得 に 向け た 対応 及び 輸出 先 国 の ニー ズー へ の 対 
応 に 必要 な 施設 の 整備 (新設 ・ 増 築 、 改築 及び 修繕 を 含む 。) 及び 機器 の 整備 に 係る 
経費 と する 。 

た だ し 、 施 設 の 新設 及び 増築 に つい て は 、 掛 か り 増 し 分 と する 。 掛 か り 増し 分 と 
は 、 工事 費 、 実施 設計 沼 及 び 工 事 雑費 の うち 、 輸入 条件 へ の 対応 や 輸出 向け HACCP 等 
の 認定 ・ 認 証取 得 を 行う 場合 の 経費 か ら 、 輸 入 条件 へ の 対応 や 輸出 向け HACCP 等 の 
認定 ・ 認 証取 得 を 行わ な か っ た 場合 の 経費 を 差し 引い た 金額 と する 。 
・ 対 象 施設 ・ 機 器 の 例 
・ 施 設 の 衛生 管理 の 強化 に 向け た 排水 溝 、 床 、 壁 等 の 改修 
・ エ アー シャ ワー、 和 殺菌 機 等 の 衛生 管理 設備 の 導入 
・ 温 度 管理 を 要する 装置 ・ 設 備 の 導入 
・ 家庭 食 向け の パッ キン グ 設 備 の 導入 等 




























































































( イ ) 効果 促進 事業 
輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証取 得 に 係る 費用 、 検 疫 や 添加 物 等 の 規制 へ の 対応 
や 輸出 向け HACCP 等 導入 後 の 適 切な 管理 ・ 運 用 を 行う た め の 人 材 育 成 に 係る 経費 等 、 
( ア ) の 施設 ・ 機 器 の 整備 と 一 体 的 に 行い 、 そ の 効果 を 高め る た め に 必要 と な る コン 
サル ティ ング 等 に 係る 経費 と する 。 た だ し 、( ア ) の 交付 対象 事業 費 の 20% 以 内 と す 
る 。 (海外 バイ ヤー 等 の 招へい 等 の 販売 促進 費用 は 除く 。) 

(ツウ ) 都 道 府 県 等 附帯 事務 費 

本 事業 の 実施 に 関す る 事務 及び 指導 ・ 監 督 等 に 要する 経費 の うち 、 交 付 対象 事 
業 費 の 5 % 以 内 (交付 額 の 外 数 ) を 都 道 府 県 及び 輸出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 へ の 
附帯 事務 費 と し て 交付 する 。 











( エ ) 交付 率 

施設 等 整備 事業 及び 効果 促進 事業 の 交付 率 は 、 以 下 の (1) の 場合 は 1/2 以内 、 
(2) の 場合 は 3/10 以内 と する 。 

な お 、(2) に つい て は 、 中 小 企業 者 (中 小 企业 基本 法 (昭和 三 十 八 年 法 律 第 百 五 
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十 四 号 ) 第 二 項 で 規定 され る 中 小 企業 者 又は 小 規模 事業 者 の こと を い う 。) 及び 法人 
格 を 有する 農林 漁業 者 又は それ ら の 組織 する 団体 (製造 ・ 加 工 、 流通 等 の 事業 を 行う 
場合 に 限る ) の 取組 を 対象 と する 。 

また 、 都 道府県 等 附帯 事務 費 の 交付 率 は 定額 と する 。 

















(1) 交付 率 1/2 以内 
輸出 先 国 の 規制 等 へ の 対応 を 行う た め 、 本 事業 に より 以下 の ア か ら ウ まで に 
定め る 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 を 取得 等 する 場合 (既に 輸出 向け HACCP 等 
の 認定 ・ 認 証 を 取得 し て いる 事業 者 が 、 認定 ・ 認 証 範 囲 の 追加 等 を 行う 場合 を 含 
む ) 及び エ に 定め る 対応 を 行う 場合 
ア 輸出 促進 法 第 17 条 に 基づく 適合 施設 の 認定 取得 を 行う 場合 
イ 輸出 に 対応 する た め に 必要 な 以下 の a 又 は b の 認証 取得 を 行 う 場 合 
a 1S022000、GFS1 承認 規格 (FSSC22000、SQF、JFS-C 等 ) 、FSMA (米国 食 
品 安全 強化 法 ) へ の 対応 、 ハ ラー ル ・ コ ー シ ャ 
b JES-B、 有 機 JAS 等 
ウ 上 記 ア 又は イ に 定め る 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 を 既に 取得 し て いる 
事業 者 で あり 、 事業 実施 計画 に お いて 以下 の c か ら { まで に 定め る 認定 ・ 誰 十 
範囲 の 追加 等 を 行 う 場 合 
c 認定 ・ 認 証 品 目 の 追加 
d 認定 ・ 認 証 製 造 ライ ン 等 の 追加 ・ 変 更 
e 認定 ・ 認 証 対 象 エ リア 等 の 追加 ・ 変 更 
f 既に 取得 し た 認定 ・ 認 証 を 維持 し つつ 、 当該 認定 ・ 認 証 品 目 等 に 係る 機 
器 整 備 な ど を 行う 場合 
エ 輸出 先 国 に お ける 検疫 や 添加 物 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 等 を 伴わ な い 規 制 へ 
の 対応 を 行う 場合 
(2) 交付 率 3/10 以内 
上 記 (1) 以外 の 取組 の 場合 
( 例 : 認 定 取得 等 に 関係 し な い 、 輸 出先 国 ニ ー ズ に 対応 する た め の 機 器 整 備 )。 





( オ ) 交付 の 上 限 額 ・ 下 限 額 

1 事業 申請 あたり の 交付 金 は 、 以 下 の と お り と する 。 
令 和 3 年度 補正 予算 : 上 限 5 億 円 、 下 限 250 万 円 

※ 複数 の 施設 ・ 機 器 を 導入 する 場合 、 導入 する 機器 を 一 式 と 考え 、 そ の 合計 人 額 を 交付 対象 事 
業 費 と する こと が で きる 。 












































食品 製造 事業 者 
都 道 府 県 等 食品 流通 事業 者 
1/2 以内 、3/10 以内 中 間 加 工事 業者 等 











本 事業 の 目標 年 度 は 、 事 業 実施 後 5 年 以内 と する 。 

成果 目標 は 、 有 目標 年 度 に お ける 輸出 の 増加 額 と し 、 目 標 年 度 に お ける 輸出 増加 額 
を 、 誰 定 取得 等 の 場合 は 1 千 万 円 以上 増加 、 認 定 取得 等 に 関係 し な い ニ ー ス 対応 の 
場合 は 5 千 万 円 以上 増加 させ る こと と する 。 








原則 と し て 、 6 次 化 交付 金 の 流れ に 準拠 する 。 
※ 輸 出 ・ 国 際 局 長 が 認め る 団体 は 現状 該当 が な いた め 、 都 道府県 を 通し た 手続 に つい て 以下 に 記載 。 

① 都 道 府 県 は 、 食 品 製造 事業 者 等 の 事業 者 に 対 し て 要望 調査 を 実施 。 

② 事業 者 は 、 輸 出 事業 計画 ( 案 ) 及び 事業 実施 計画 書 ( 案 ) を 作成 し 、 都 道府県 に 
提出 。 
・ 施 設 、 機 器 を 導入 する 都 道 府 県 に 提出 する も の と する 。 
・ 一 事業 者 が 2 つ 以 上 の 施設 ・ 機 器 を 整備 し 、 か つ 、 そ れ ら が それ ぞ れ 異な る 都 道 府 県 

に 存在 する 場合 は 、 導 入 す る 都 道 府 県 に それ ぞ れ 別々 に 提出 する も の と する 。 

③ 都 道 府 県 は 、 事 業者 か ら の 輸出 事業 計画 ( 案 ) の 内 容 等 確認 、 実 施 計画 書 ( 案 ) 
を 取り まとめ 及び 配分 基準 に 基づく 採点 を 実施 。 

④ 都 道 府 県 は 、 確認 し た 輸出 事業 計画 ( 案 ) 、 取りまとめ た 事業 実施 計画 書 ( 案 ) 及 
び 探 点 結果 を 地方 農政 局 等 (北海 道 に あっ て は 北海 道 農 政事 務 所 、 沖縄 県 に あっ 
て は 内 閣府 沖縄 総合 事務 局 、 そ の 他 の 都府県 に あっ て は 当該 都府県 を 管轄 する 地 
方 農政 局 を いう 。 以 下 同 じ 。) に 提出 する 。 

⑤ 地方 農政 局 等 は 、 都 道府県 か ら 提 出さ れ た 輸出 事業 計画 ( 案 )、 事 業 実施 計画 書 

( 案 ) 及び 採点 結果 を 農林 水産 本 省 に 提出 。 本 省 は 配分 基準 に 基づき 配分 対象 事 

業者 を 決定 し 、 地方 農政 局 等 に 割当 て を 実施 。 割当 て を 受け た 地方 農政 局 等 は 速 
や か に 都 道 府 県 に 結果 を 連絡 。 

⑥ 都 道 府 県 は 、 配分 対象 事業 者 に 対し て 輸出 事業 計画 写し 及び 事業 実施 計画 書 の 提 
出 を 依頼 。 
※ ② の (輸出 事業 計画 ( 案 ) 及び ) 事業 実施 計画 書 ( 案 ) と 同じ フォ ー マ ッ ト 。 

⑦ 配分 対象 事業 者 は 、 都 道府県 に 対し て 輸出 事業 計画 写し 及び 事業 実施 計画 書 を 提 
出 。 

都 道 府 県 は 、 提出 され た 輸出 事業 計画 写し を 確認 し 、 地方 農政 局 等 へ 提出 する と 
と も に 、 事業 実施 計画 書 を 取り まとめ の 上 精査 し 、 都 道 府 県 内 の 配分 対象 事業 者 
の 事業 内 容 を まとめ た 都 道 府 県 事 業 実施 計画 を 作成 し 、 地 方 農政 局 等 と 協議 。 

⑨ 地方 農政 局 等 は 輸出 事業 計画 写し の 確認 を 行う と と も に 、 都 道府県 事業 実施 計画 
の 内 容 を 精査 し 、 事業 内 容 に 問題 が な い 場 合 は 、 都 道 府 県 事 業 実施 計画 の 承認 
通知 。 

都 道 府 県 は 、 配 分 対象 事業 者 に 事業 実施 計画 の 承認 を 通知 。 

⑪ 配分 対象 事業 者 は 、 交 付 申 請書 を 都 道 府 県 に 提出 。 

⑫ 都 道 府 県 は 、 提出 され た 交付 申請 書 を 取り まとめ の 上 精査 し 、 都 道 府 県 内 の 配分 
対象 事業 者 の 事業 内 容 を まとめ た 交付 申請 書 を 作成 し 、 地 方 農政 局 等 に 提出 。 

@3 地方 農政 局 等 は 都 道 府 県 か ら 提出 され た 交付 申請 書 の 内 容 を 精査 し 、 申請 内 容 に 
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問題 が な い 場 合 は 、 交 付 決 定 を 通知 。 

都 道 府 県 は 、 採 択 事業 者 に 対し て 交付 決定 を 実施 。 

(3 交付 決定 後 は 、 都 道 府 県 は 事業 の 進捗 管理 を 行い 、 進捗 等 に 問題 が あれ ば 適宜 指 
導 を 行う 。 





( ア ) 主 な 採択 基準 

・GFP (農林 水産 物 ・ 食 品 輸出 プロ ジェ クト ) に 登録 し て いる こと 。 

・ 全体 事業 費 *※ が 1 千 万 円 を 超え る 場合 は 、 交 付 対象 事業 費 に 充て る た め に 金融 機 
関 ま た は その 他 適 当 と 認め られ る 者 か ら 交 付 対 象 事業 の 全体 事業 費 ※ の 10% 以 上 
の 貸付 け を 受け て 事業 を 実施 する こと 。 

※ 全 体 事 業 費 と は 、 施 設 等 整備 事業 と 効果 促進 事業 の 事業 費 の 合計 額 を いう 。 

・ 事 業 実施 主体 に お いて HACCP チー ム が 編成 され て いる こと 。 な お 、 チ ー ム メン バ 
ー に は HACCP 研修 受講 者 を 必ず 含む こと (本 事業 に より 輸出 拡大 に 取り 組む 品目 
が 食品 の 場合 に 限る )。 

・ 輸 出先 と な る ター ゲッ ト 国 が 決定 し て お り 、 当 該 タ カー ゲッ ト 国 に 対し て 輸出 し よ 
うと する 品目 (製品 ) に つい て 、 輸 出先 国 の 市 場 及 び 規 制 に 関す る 分 析 が 行わ れ 
て いる こと 。 

・ こ れ ま で に 本 事業 又は 類似 事業 (HACCP 対応 の た め の 施 設 改修 等 支援 事業 等 ) を 実 
施し た 者 に あっ て は 、 実 施し た 事業 に お いて 設定 し た 成果 目標 を 達成 済 で ご ある こ 
と (原料 調達 難 等 の 場合 で あっ て 、 一 定 の 要件 を 満た す 場 合 は この 限り で は な い )。 

・ その 他 、 ハ ー ド 事業 に 係る 一 般 的 な 基準 (事業 実施 主体 の 財務 状況 が 安定 し た 事 
業 運営 が 可能 で ある と 認め られ る こと 等 ) を 満た すこ と 。 

・ 輸出 事業 計画 を 作成 し 、 農 林 水 産 大 臣 に 提出 し 、 そ の 認定 を 受け る 又は 認定 を 確 
実に 受け る 見 込み で ある と 認め られ る こと 等 

( イ ) 配分 基準 
事業 実施 計画 書 の 内 容 を 元 に 配分 基準 に 基づく 採点 (ポイ ント 加算 ) を 行い 、 ポイ 

ント の 合計 値 が 高い 事業 者 か ら 順 に 配分 を 行う (合計 値 は 最大 28 ポイ ント )。 
な お 、 ポ イン ト が 15 ポイ ント 以上 の 事業 実施 計画 を 配分 対象 と する 。 






































【 配 分 基準 の 主 な 評価 項目 】 

・ 直近 3 年 の 輸出 実績 の 有無 

・ 取得 済 の 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 * の 有無 
※ 政 府 機関 が 定め る 輸入 条件 (EU-HACCP 等 ) 、ISO022000、JFS-C 等 

・ 輸出 目標 額 

・ 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 予定 の 有無 
※ 政 府 機関 が 定め る 輸入 条件 (EU-HACCP 等 ) 、ISO022000、JFS-C 等 

・ 「 農 林 水 産物 ・ 食 品 の 輸出 拡大 実行 戦略 」 | に お いて 重点 品目 に 位置 づけ られ た 品 
目 の 輸出 拡大 の 有無 

・ 輸出 向け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 に 向け 、 事 業 実施 計画 の 策定 に 当たり 、 品 
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質 ・ 衛 生 管理 専門 家 を 活用 し た 調査 ・ 検 討 を 実施 し て いる こと 





・ 都 道府県 ポ イン ト (地域 の 振興 作物 ・ 産 品 な ど 地 域 の 実情 を 踏ま えた 取組 と な っ 
て いる か ) 等 

・ 本 事業 の 事業 実施 計画 に お いて 、 輸 出向 け HACCP 等 の 認定 ・ 認 証 の 取得 予定 と し 
て いる 事業 者 は 、 本 事業 の 成果 目標 年 度 ま で に 当該 認定 ・ 認 証 を 取得 の 上 、 輸 出 
拡大 に 取り 組ま な けれ ば な ら な い 。 

・ 事 業 完了 の 翌年 度 か ら 成 果 目標 年 度 ま で の 間 、 毎 年 度 、 事 業 実施 状況 の 点検 を 行 
い 、 事 業 実施 状況 を 都 道 府 県 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 




















【 今 回 募集 】 

* 令 和 3 年 12 月 24 日 ( 金 ) ~ 令 和 4 年 2 月 末 ま で 、 都 道 府 県 に て 要望 調査 を 実施 

※ 要望 調査 の 締め 切り は 、 都 道府県 に お いて 設定 

・ 令 和 4 年 1 月 31 日 (月 ) : 一 次 締切 り に 係る 、 都 道府県 か ら 地 方 農政 局 等 へ 要望 

調査 結果 提出 ( 都 道 府 県 に よる 補正 予算 措置 が ある 場合 ) 

・ 令 和 4 年 2 月 28 日 (月) : 二 次 締切 り に 係る 、 都 道府県 か ら 地 方 農政 局 等 へ 要望 

調査 結果 提出 

※ 都 道 府 県 は 、 上 記 締 め 切 り ま で に 輸出 事業 計画 ( 案 ) 、 事業 実施 計画 書 ( 案 ) お よび 採点 結果 
を 地方 農政 局 等 に 提出 

“ 分 和 4 年 2 月 7 日 (月 ) : 一 次 締切 り に 係る 、 地 方 農政 局 等 か ら 農 林 水 産 本 省 へ 要 

望 調査 結果 提出 

※ 地方 農政 局 等 は 、 上 記 締 め 切り まで に 都 道 府 県 か ら の 提 由 書類 を 確認 ・ 取 り ま と め の 上 、 農 
林 水 産 本 省 に 提 | 

・ 令 和 4 年 2 月 中 旬 ~ : 一 次 締切 り に 係る 、 文 出 負担 行為 実施 計画 協議 

・ 令 和 4 年 3 月 上 旬 ~ : 一 次 締切 り に 係る 、 配 分 対象 事業 者 の 決定 

・ 令 和 4 年 3 月 上 旬 ~ : 一 次 締切 り に 係る 、 事 業 実施 計画 の 協議 、 交 付 決定 等 

・ 令 和 4 年 3 月 15 日 ( 火 ) : 二 次 締切 り に 係る 、 地 方 農政 局 等 か ら 農 林 水 産 本 省 へ 

要望 調査 結果 提出 

・ 令 和 4 年 4 月 上 旬 ー : 二 次 締切 り に 係る 、 支 出 負担 行為 実施 計画 協議 

・ 令 和 4 年 5 月 中 旬 ~ : 二 次 締切 り に 係る 、 配 分 対象 事業 者 の 決定 

・ 令 和 4 年 5 月 中 旬 ~ : 二 次 締 切り に 係る 、 事 業 実施 計画 の 協議 、 交 付 決定 等 

・ 全 体 事業 費 が 1 千 万 円 を 超え る 場合 に あっ て は 、 全 体 事 業 費 の 109% 以 上 の 貸付 け 

を 受け る こと が 採択 要件 と な っ て お り ま す の で 、 有 要望 に あたっ て は 株 式 会 社 日 本 

政策 金融 公庫 等 の 金融 機関 等 と の 相談 ・ 確 認 を 行っ て お いて 下さ い 。 

(参考 ) 

輸出 事業 計画 を 作成 し 、 農林 水 産 大 臣 の 認定 を 受け る こと で 「 農 林 水 産物 ・ 食 品 輸 出 促進 資金 制度 」 の 利 



































































































































1 が 可能 と な り ま す 。 ご 利用 に あたっ て は 株 式 会 社 日 本 政策 金融 公庫 の 各 支 店 へ お 問い 合わ せく だ さい 。 














( 注 ) 一 次 締切 り に 応募 し た 場合 で あっ て も 、 審 査 状況 等 に よっ て は 二 次 締切 り 分 
と し て の 審査 へ と 変更 と な る 場合 が あり ます 。 
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・ 農 林 水 産 省 輸出 ・ 国 際 局 輸出 支援 課 ( 今 東 、 森 、 青 山 、 漆 間 ) 





メー ル : keiji_imahigashi820@⑳maff. go. jp 
: kohei_mori320⑳maff. go. jp 
: Shoki_aoyama890⑳maff. go. jp 
: miki_uruma770⑳maff. go. jp 

TEL  : 03-6744-7184 











・ 北 海道 農政 事務 所 生産 経営 産業 部 事業 支援 課 
TEL : 011-330-8810 








・ 東 北 農政 局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 
TEL : 022-221-6402 








・ 関東 農政 局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 
TEL : 048-740-5351 








・ 北 陸 農 政局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 
TEL : 076-232-4233 








・ 東海 農政 局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 
TEL : 052-223-4619 











・ 近畿 農政 局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 
TEL : 075-414-9101 








・ 中 国 四国 農政 局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 
TEL : 086-230-4258 








・ 九 州 農政 局 経営 ・ 事 業 支援 部 輸出 促進 課 
TEL : 096-300-6201 


・ 内 閣府 沖縄 総合 事務 局 農林 水産 部 食料 産業 課 
TEL : 098-866-1673 


以上 


